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加者から得られたわけでは無いことから、バイアスがか
かっている可能性は否定できない。また、骨強度への自
己評価を対 20 歳値、対同年代値と分けて調査していな
かったことから体操継続の背景については推察にとど
まっており、今後はより客観的に評価できる研究計画が
必要と考えられる。 
 
５．最後に 
本論は東洋大学ライフイノベーション研究所
2018 年度報告書に掲載された報告書を加筆したもの
であることをお断りします。高齢者や生活弱者が健
常者と同じ生活を送れるよう技術開発が進み新たな
ハードウェアが開発されています。ハードウェアと
ともに対象者の属性を見極め、使う人がより望まし
いライフスタイルへと自らの行動を変化させるため
のソフトウェアと言える行動科学も注目されていま
す。従来の健康に良くないからとの理由から一方的
に禁ずるのではなく、さり気なく望ましい方向へ行
動を促すソフトウェア的手法を開発したいと考えて
います。 
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１．はじめに 
産業革命により加速した都市の成長局面においては、
建築行為や経済活動を含む様々な都市における営みを
コントロールすることが求められた。しかしながら、成
熟した現代社会において都市計画に求められるのは、都
市が直面する課題を解決へと導くイノベーションを促
進することなのではないだろうか。 
本稿では、近代以降の主な都市計画理論の系譜を概観
し、「コントロールする」都市計画から「イノベーショ
ンを促進する」都市計画へと転換するための論点を整理
することを目的とする。 
 
２．都市計画理論のタイポロジー 
近代都市計画の理論は産業革命以降の急速な社会構
造の変化に対応して、対象とする領域を広げてきた。
そもそも「理論」とは、いわゆる「法則」のような事
象間の「一定」の関係を表すものではなく、「考え方」
のことであり無限に存在し、理論を概観することは容
易なことではない。ここでは、Faludi (1973) が行っ
た Procedural Theory（Theories OF Planning）と
Substantive Theory（Theories IN Planning）の２分
類のうち、計画プロセスに関する理論であり、プラン
ニングセオリーの中核をなしている Procedural 
Theory について考察を行う。 
大きな流れとしては、土地利用のコントロールによ
り都市環境の改善を目的とした空間デザインとしての
都市計画から始まり、合理的包括計画理論（Rational-
Comprehensive Planning）と呼ばれる古典科学的なア
プローチを目指した。その後、計画と現実との乖離の
問題を中心とした批判が繰り返されながら発展し、対
話型都市計画（Communicative Planning)に至ってい
る。 
以下、都市計画理論の中心をなす Procedural Theory
を概観しながら、都市計画理論の系譜の中で出現したイ
ノベーションを創出する都市計画の手がかりとなる論
点について考察行う。 
 
３．空間デザインとしての都市計画 
産業革命によって引き起こされた都市問題を解決す
ることが近代都市計画の始まりである。そのため、科学
的なアプローチ、つまり、調査、分析、計画というプロ
セスを順序良く行い土地利用をコントロールするとい
う解決手段が提示された。 
例えば、パトリック・ゲデス（Geddes, 1915）は、地
域という空間的な広がりを総観的に理解するため、植生
や土壌の種類によって特徴付けられる最も広範囲に及
ぶ地理的な広がり（エコリージョン）、河川等の水系を
中心とした地形によって特徴づけられる地理的な広が
り（ジオリージョン）、そして、土地の上で展開される
人間の生活（居住、農業、工業等）によって特徴づけら
れる地理的な広がり（モルフォリージョン）という、複
層する地域の文脈を理解することの重要性を提起して
いる。 
また、ほぼ同時期に、ルイス・マンフォード(Munford, 
1938)は、都市と農村の両方を包含する「地域」という
概念を中心に置き、学際的統合を目指した都市計画を行
うことを提起している。これは、迫り来る近代主義の強
烈な流れに対して、地域というアイデンティティが押し
流されることに対する危惧を「地域主義」として表現し
たものである。 
さらに、近代都市計画の基本原理である効率性や機能
主義的な考え方が端的にあらわれている歩行者と自動
車を分離する交通計画（ラドバーン・システム）が、ク
ラレンス・ステイン(stein,1951)によって計画された。
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加えて、ラドバーンでは、地域の課題を解決する仕組み
としての市民組合が設立され、パブリック・コメントを
聴取するための委員会を設置し、住民の視点による地域
問題を解決する仕組みを生み出している。これは、近代
都市計画におけるシステムの基本となる「トップダウン」
に対して、「ボトムアップ」の仕組みの必要性がこの当
時から意識されていることを意味している。 
この計画と現実の間におけるズレを解消するための
取り組みは、ハワードの提唱した田園都市の実践におい
ても確認することが出来る。トーマス・アダムスは、ハ
ワードが設立した田園都市協会の事務局員として働き、
後にレッチワースの初代マネージジャーになっている。
その後も、いくつかのガーデン・シティの設計に関わっ
ており、その中で「仮のプラン(Preliminary Outline)」
を策定の後に詳細な調査を行うという方法を確立して
おり、このような計画の進め方は、「プラクティカル・
メソッド（Practical Method）」と呼ばれている（Simpson, 
1985）。 
以上のように、近代都市計画の早々期においては、空
間をコントロールすることによって、都市をコントロー
ルすることを試みているが、計画と現実の間にあるズレ
に直面し、都市を包括的に認識する重要性やボトム・ア
ップによる意思決定、そして、計画プロセスのデザイン
など、社会システムとしての都市計画の側面に焦点が当
てられている。 
 
４ 合理的包括計画理論 
１９６０年代、マーティン・メイヤーソンやエドワー
ド・ベンフィールドら（Meyerson,1956; Meyerson and 
Banfield,1955）は、都市計画を実現する「合理的」な
合意形成は、「公共の利益(Public Interest)」を基礎と
した都市の目標設定によって実現す`るとした「合理的
モデル(Rational Model)」を提起している。メイヤーソ
ンの論及は、都市計画と現実の乖離に着目し、計画の目
標となる期間や空間の範囲の設定について、「中間的な
計画(Middle-range bridge)」により、計画と現実の乖
離を補完することの必要性を提起している。その一方で、
現実社会に存在する「不公正な問題(Wicked problem)」
の解決は困難であり、都市計画が抱えるジレンマについ
ての指摘を行っている。このジレンマは、都市計画が「包
括的に」扱う範囲、あるいは、都市計画が有する「合理
性」の曖昧さに起因している。そして、近代都市計画が
目指してきた「合理性」については、「論理的なもの」
と「直観的洞察によるもの」を組み合わせることによっ
て、このジレンマを解消する可能性があることが提起さ
れている。 
 これらの批判理論は、空間と社会が有機的に連関する
都市を「合理的で包括的なシステム」として計画するこ
とを前提としたもので、システムとしての不具合を補完
するための新たな考え方を提起していると言える。 
 さらに、新しい技術として存在感を高めていたコンピ
ュータを導入し、人間の持つ能力だけでは扱うことが出
来ない大量のデータをコンピュータで処理することで
都市を合理的にコントロールする都市計画を目指した。
その成果は土地利用と交通計画における集団的な選択
行動モデルの構築している。ブリトン・ハリス(Harris, 
1960; 1967)はこれらの研究を通して、技術の進化と都
市計画理論の関係の重要性を喚起している。さらに、
1940 年代に始まった新しい工学分野である自動制御学
を用い、包括的な都市の分析及び都市計画プロセスへの
システム・アプローチがブライアン・マクローリン
(McLoughlin, 1969)によって試みられている。それは、
都市社会工学としての都市計画の立場を表明したもの
であると言える。 
 
５ 合理的包括計画理論への批判 
上記の合理的包括計画理論は、都市計画と現実との乖
離を補完するために、システムとしての枠組みを大きく
変えること無く、構築が進められている。他方、１９６
０年代に入るとシステムとしての枠組みを大きく変え
る実践的な験に基づいた理論形成が行われている。 
ポール・ダビドフ(Davidoff,1965; Davidoff and 
Reiner,1962)は、明確な目標設定の実現を目指し、政治
的な要素を排除した合理的包括計画理論が現実と乖離
していることに着目し、都市に存在する様々価値を選択
することが重要であるという考え方を提唱している。特
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５ 合理的包括計画理論への批判 
上記の合理的包括計画理論は、都市計画と現実との乖
離を補完するために、システムとしての枠組みを大きく
変えること無く、構築が進められている。他方、１９６
０年代に入るとシステムとしての枠組みを大きく変え
る実践的な験に基づいた理論形成が行われている。 
ポール・ダビドフ(Davidoff,1965; Davidoff and 
Reiner,1962)は、明確な目標設定の実現を目指し、政治
的な要素を排除した合理的包括計画理論が現実と乖離
していることに着目し、都市に存在する様々価値を選択
することが重要であるという考え方を提唱している。特
に、計画策定時において、計画が選択し得る可能性を徹
底的に認識することの必要性を主張している。これは、
唯一の公共の利益は存在せず、様々な異なる価値意識を
持つグループの代弁を行うことが必要であると考えた
もので、「代弁都市計画（Advocacy Planning）」と呼ば
れている。つまり、現実社会と選択される価値の間にあ
るインターフェースとして都市計画を位置づけ、より実
践的な理論を構築しようとしたものである。 
さらに、 チャールズ・リンドブルム(Lindblom,1959; 
1965)は、包括的な情報収集及びその処理を行うことは、
人間の能力の限界を超えたものであると指摘し、「漸進
的 意 思 決 定 モ デ ル (Incremental-decision making 
model)」と呼ばれる、現状からの乖離が小さい限定的な
選択肢の中から計画を立案し、関係者が受け入れ易い現
実的な目標を設定することの重要性を提起している。こ
の考え方は、短期的な目標設定の積み重ねを行う時間軸
の重要性及び社会全体という曖昧な対象に対する利益
を利害関係者の特定によって明確化することに重点を
置いた「戦略的都市計画(Strategic Planning)」 へと
つながっている。 
さらに、ジョン・フレンド、ボブ・ジェソップ（Friend, 
and Jessop, 1969）は、都市計画を終わることの無い意
思決定の連続として捉え、その意思決定においては法律
などのフォーマルなものだけではなく、インフォーマル
なネットワークにおける協力によって、「戦略的選択
（Strategic Choice）」が行われ、問題の解決が図られ
ることを指摘している。 
 また、合理的包括計画理論と漸進的意思決定モデルの
両者に対する批判から、アミタイ・エツィオーニ
（Etzioni,1967）は、ミクスト・スキャニングという折
衷案的アプローチの提示を行っている。具体的には、既
存の文脈により規定され広範囲に影響を及ぼす意思決
定（Contextualized decisions）と、自由度が高くその
影響が限定的な意思決定（Bit decisions）の２種類に
分けるとともに、前者はトップダウンによる包括的なア
プローチがとられ、後者はボトムアップによる限定的な
アプローチが行われることの有用性を指摘している。こ
れらの論考は、都市を合理的かつ包括的にコントロール
することを目指した近代の都市計画のあり方を大きく
変化させる可能性を有している。 
 
６．協働の都市計画 
合理的包括都市計画理論の技術的な課題は、合理的か
つ包括的な計画を行うために必要な情報が収集出来な
いことによる不確実性がある。さらに、政治的な課題と
しては、従来の都市計画が描く目標像の正当性に対する
曖昧さがある。この曖昧さについては、異なる主体が相
互に学びあうことにより、多様な知識を獲得し、個人及
び組織の意思決定をする能力が高まるという重要性に
着目した「トランザクティブ・プランニング
（Transactive Planning）」という考え方がジョン・フ
リードマン（Friedmann, 1987）により提起されている。
これは、相互作用によって紡ぎだされる合理性であり、
具体的には討議や対話といったコミュニケーションを
通して、従来から存在している不均衡（行政と住民の情
報格差等）が是正され、現状の課題及び将来の目標が共
有されるという考え方である。ドイツの社会学者である
ユルゲン・ハバーマス（Habermas,1984；1987）が提起
した対話的合理性(Communicative Rationality)という
概念に通じる都市計画の考え方である。 
 さらに、アンソニー・ギデンス(Giddens, 1984)が提
起した構造化理論(Structuration Theory)が、協働の都
市計画において重要な理論となっている。構造化理論と
は、社会における様々な行為が構造化される過程におい
て、主観（体）と客観（体）という２分法では分析し得
ない行為と構造の緊密な相補的な関係を理論化したも
のである。パッツィー・ヒーリーは、上記の対話的合理
性及び構造化理論から「協働の都市計画（Collaborative 
Planning）」の理論化を行っている。 
ヒーリーは、「協働の都市計画」について、自身の著
書、” Collaborative Planning; Shaping Places in 
Fragmented Societies”(Healey, 1997)によって理論
化を行ったことにより、現代の都市計画理論の発展に大
きく貢献した。ヒーリーは、”Collaborative Planning 
in Perspective”(Healey, 2003)の中で、都市計画とは
「相互作用が生じるプロセス(Interactive Process)」
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という認識を前提として、広範な経済、社会、自然環境
によって形成される「複雑で動的に文脈化された環境」
における協治」の取り組みであると定義している。 
 
８．まとめ 
都市計画理論の系譜を概観すると、都市計画におけ
る課題の多くは、「計画と現実の乖離」に起因している
ことが確認された。そして、課題を解決するためのア
プローチの一つとして、都市計画の対象となる「（都市
や地域という）場所に対する認識」についての重要性
が指摘されている。例えば、ゲデスやマンフォードは
効率や合理性を重視した近代都市計画を推し進められ
ることにより、場所のアイデンティティが消失してし
まうことを危惧し、固有の自然環境や地勢、そして、
歴史・文化が複層し形成される場所の文脈の重要性が
提起されている。 
その一方で、「計画プロセス」の重要性についても指
摘されており、計画の期間の設定（メイヤーソンによる
「中間的な計画」）や計画決定の進め方（リンドブルム
による「漸進的意思決定モデル」）などについての議論
が行われている。これらのプロセスについての考え方
は、いわば、アウトプットとしての都市計画の合理性が
適用される範囲の設定と言えるものであった。 
さらに、現実と価値の乖離を埋める手段としての「コ
ミュニケーション」の重要性にも着目している。古くは
ラドバーンにおける市民組合の設立やパブリックコメ
ントを求めるための委員会の設置などが該当する。しか
しながら、ここでのコミュニケーションに対する認識は、
より多くの情報をインプットするための手段であった。
コミュニケーションに対する認識の転換は、協働の都市
計画において「相互作用が紡ぎ出す合理性」への認識が
生まれ、価値の創造（あるいは、判断）を行なうための
手段として認識されている。 
これらの考え方は、都市計画というシステムが都市
を「コントロール」するためのものという既存の理論に
転換を迫るものであった。都市の未来を計画し実現す
るという行為は、地域における様々な営み、多様な主体、
千差万別の地域資源が互いに複雑な関係を構築しなが
らダイナミックに進行するものであり、その全てをコ
ントロールすることは不可能だと言わざるを得ない。
このような複雑な地域社会を固定的な計画に落とし込
もうとした合理的包括都市計画理論に依拠した近代主
義的都市計画の限界を改めて認識することが重要であ
る。 
 近代都市計画が、恒常性の維持及び自己組織化する
ことを主たる目的として構築されてきたとするのであ
れば、これからの都市計画は、自己生成を目指すことが
求められているのではないだろうか。都市計画が「終わ
ることのない意思決定の連続」であり、また、「相互作
用が紡ぎ出す合理性」によって支えられるのであると
すれば、インプットとアウトプットに力点を置いたシ
ステムとしての都市計画の限界は明らかであり、イノ
ベーションを促進するシステムを志向することが必要
となっている。 
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という認識を前提として、広範な経済、社会、自然環境
によって形成される「複雑で動的に文脈化された環境」
における協治」の取り組みであると定義している。 
 
８．まとめ 
都市計画理論の系譜を概観すると、都市計画におけ
る課題の多くは、「計画と現実の乖離」に起因している
ことが確認された。そして、課題を解決するためのア
プローチの一つとして、都市計画の対象となる「（都市
や地域という）場所に対する認識」についての重要性
が指摘されている。例えば、ゲデスやマンフォードは
効率や合理性を重視した近代都市計画を推し進められ
ることにより、場所のアイデンティティが消失してし
まうことを危惧し、固有の自然環境や地勢、そして、
歴史・文化が複層し形成される場所の文脈の重要性が
提起されている。 
その一方で、「計画プロセス」の重要性についても指
摘されており、計画の期間の設定（メイヤーソンによる
「中間的な計画」）や計画決定の進め方（リンドブルム
による「漸進的意思決定モデル」）などについての議論
が行われている。これらのプロセスについての考え方
は、いわば、アウトプットとしての都市計画の合理性が
適用される範囲の設定と言えるものであった。 
さらに、現実と価値の乖離を埋める手段としての「コ
ミュニケーション」の重要性にも着目している。古くは
ラドバーンにおける市民組合の設立やパブリックコメ
ントを求めるための委員会の設置などが該当する。しか
しながら、ここでのコミュニケーションに対する認識は、
より多くの情報をインプットするための手段であった。
コミュニケーションに対する認識の転換は、協働の都市
計画において「相互作用が紡ぎ出す合理性」への認識が
生まれ、価値の創造（あるいは、判断）を行なうための
手段として認識されている。 
これらの考え方は、都市計画というシステムが都市
を「コントロール」するためのものという既存の理論に
転換を迫るものであった。都市の未来を計画し実現す
るという行為は、地域における様々な営み、多様な主体、
千差万別の地域資源が互いに複雑な関係を構築しなが
らダイナミックに進行するものであり、その全てをコ
ントロールすることは不可能だと言わざるを得ない。
このような複雑な地域社会を固定的な計画に落とし込
もうとした合理的包括都市計画理論に依拠した近代主
義的都市計画の限界を改めて認識することが重要であ
る。 
 近代都市計画が、恒常性の維持及び自己組織化する
ことを主たる目的として構築されてきたとするのであ
れば、これからの都市計画は、自己生成を目指すことが
求められているのではないだろうか。都市計画が「終わ
ることのない意思決定の連続」であり、また、「相互作
用が紡ぎ出す合理性」によって支えられるのであると
すれば、インプットとアウトプットに力点を置いたシ
ステムとしての都市計画の限界は明らかであり、イノ
ベーションを促進するシステムを志向することが必要
となっている。 
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